
※基準価額は信託報酬控除後の値です。

ファンド設定日：2006年7月31日

※基準価額及び税引前分配金再投資基準価額は、信託報酬控除後の値です。
※税引前分配金再投資基準価額は、本ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金（税引前）
を再投資したものとして計算しています。
※当ファンドの設定日前日を10,000として指数化しています。

※期間収益率は、本ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。

※収益分配金は1口当たりの金額です。
※分配金は過去の実績であり、将来の分配金の水準を示唆・保証するものではありません。
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設定来累計

※本ファンドは、中小型割安成長株・マザーファンドを通じ
て実質的に株式に投資しています。
※現金等には未収・未払項目などが含まれるため、マイナ
スとなる場合があります。
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マザーファンド

販売用資料

追加型投信／国内／株式

月次レポート

2024年03月29日基準

ＳＢＩ中小型割安成長株ファンド　ジェイリバイブ
愛称：jrevive
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※組入比率はマザーファンドの純資産総額比。
※四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。

※組入比率はマザーファンドの純資産総額比。
※四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。
※本ファンドはファミリーファンド方式で運用を行っているため、マザーファンドの運用状況を表示しています。
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販売用資料
ＳＢＩ中小型割安成長株ファンド　ジェイリバイブ 月次レポート

愛称：jrevive 2024年03月29日基準
追加型投信／国内／株式
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※企業調査概況は、本ファンドのマザーファンドに助言しているエンジェルジャパン・アセットマネジメントからのコメントです。

※ご紹介する企業はファンドのコンセプトをご理解いただくためのものであり、個別企業の推奨をする目的ではありません。

　日本銀行（日銀）が3月19日の金融政策決定会合において、2016年2月から続くマイナス金利政策の解除を決定しました。具体的には、
政策金利（中央銀行が設定する短期金利）をマイナス0.1％から0～0.1％に引き上げるというもので、政策金利の引き上げは実に2007年
2月以来のことになります。米国や欧州の中央銀行は、2022年の年初にはゼロ近辺であった政策金利を、現在4～5％の水準に引き上げてい
ますが、その目的は急激なインフレ（物価の継続的な上昇）を抑制することにあります。一方、日本の政策金利引き上げは、金利上昇の影響
を受ける企業活動に配慮しつつ、金融の正常化を促すものであり、当面は慎重な舵取りが続くことでしょう。
　日銀がマイナス金利解除を決定した最大の要因は、春季労使交渉の第1回集計で賃上げ率が平均5.28％と、1991年以来33年ぶりに
5％を超えたことです。物価が上昇しても、賃金も上がって一般消費者の購買力が高まれば、安定的な物価上昇が実現し、再びデフレ（物価
の継続的な下落）に戻ることはないという判断です。
　長く続いたデフレに慣れた企業にとって、賃上げは大きな決断となります。デフレ局面では良質な製品やサービスを“安価”に提供すれば業績を
伸ばせましたが、今後は賃上げによるコスト上昇を吸収するため、良質な製品やサービスを“価値に見合った価格”で提供する必要があります。
例えば、デフレ下で登場したヘアカット専門店の価格は、従来の1,000円から今は1,350円に上昇していますが、順調に売上を拡大させていま
す。これは、1,350円の価格に見合うサービスが提供されていると、顧客が納得しているためです。
　一方で、安易な値上げによる“価値に見合わない価格”の製品やサービスに対して、買い手の厳しい目が向けられることは、従来と変わりませ
ん。企業はこれまで以上に、自社が提供する価値は何なのかと、自らに問いかける必要があるでしょう。

当月の市場動向

企業調査概況

市場動向及び企業動向等

　３月の国内株式市場は、米国株市場でハイテク株中心に主要株価指数が過去最高値を更新したこと、マイナス金利解除織り込み、円安と
半導体関連や輸出セクターへの買い、などの市場要因により上昇しました。特に22日は、日経平均株価が場中に41,087.75円の史上最高
値をつけました。
　月初39,254.69円で始まった日経平均株価は、米国ハイテク株が上昇する中、最高値を更新する展開でしたが、18-19日に行われた3月
の日銀金融政策決定会合にて、一部出席者がマイナス金利政策の解除が妥当だと意見表明する見通しや、植田日銀総裁が2％の物価安
定目標について「実現する確度が少しずつ高まっている」との認識を改めて示し、為替市場が146円台まで円高に振れ、短期金利も上昇し、株
価は上値の重い展開となり、38,271.38円まで下落しました。その後、株価は売り買いが交錯する展開が続きましたが、18-19日の日銀政策
決定会合の声明では、年内の追加利上げへの示唆はなく、「当面は緩和的な金融環境が継続する」と表明され、会合後、為替市場で円安が
１ドル＝150円台まで進行し、株価は18-19日の2日間で1300円近く大幅に上昇しました。22日には、1ドル151円台後半まで円安が進
み、株価は史上最高値の41,087.75円をつけました。月末にかけては、公示地価が全国平均で約33年ぶりの伸び率となったことが好感され不
動産関連株が買われましたが、全体としては、高値警戒感から利益確定売りがかさみ、配当落ちも下げを助長し、40,369.44円で3月を終え
ました。
　大型株では、上記にあります住友不動産、三井不動産、三菱地所、好調な業績見通しから三菱重工業、半導体製造装置の主力銘柄で
あるディスコなどの上昇が目立った一方で、コンテナ船運賃の下落から日本郵船、その他オリエンタルランド、京セラ、村田製作所などの下げが目
立ちました。
　東証33業種別では、不動産業、鉱業、石油・石炭製品が大幅に上昇しました。全般に上昇でしたが、海運業は大幅マイナスとなりました。こ
の結果、当月の指数の動きはTOPIXが3.47％、日経平均株価＋3.07％、東証グロース市場250種指数（旧東証マザーズ指数）が▲
3.36％となりました。

追加型投信／国内／株式

販売用資料
ＳＢＩ中小型割安成長株ファンド　ジェイリバイブ 月次レポート

愛称：jrevive 2024年03月29日基準

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 3



※本ファンドのマザーファンドに助言しているエンジェルジャパン・アセットマネジメントからのコメントです。

※ご紹介する企業はファンドのコンセプトをご理解いただくためのものであり、個別企業の推奨をする目的ではありません。

　今月は、企業のオフィス業務を総合的に支援している「大塚商会」をご紹介します。同社は複合機（多機能コピー機）やパソコンなどIT機器
の販売から、それらを組み合わせたシステムやネットワークの構築、構築後の運用・保守、さらには文具・生活用品等の通信販売まで、実に多種
多様なサービスを文字どおり“オフィスまるごと”提供しています。その累積取引企業数は130万社に及び、約300～400万社といわれる全国法
人企業数の実に4分の1以上を占めていることから、多くの企業の日常業務において同社が必要不可欠な存在になっていることが窺い知れましょ
う。
　同社の強みは幅広い取扱商材・サービスを活かした提案営業力ですが、それを支えているのが、自社開発した顧客管理・営業支援システム
『SPR (Sales Process Re-engineering)』です。このシステム内には顧客のプロフィールや取引履歴、サポート実績など膨大な情報がデータ
ベース化されています。これらを分析することで、顧客が何を必要としているのか、あるいは営業すべきターゲット企業がどこか等、きめ細かい市場
戦略に則した提案営業が可能となっています。また、同システムは社内管理を支援する役割もあり、日々の営業記録に対して上席者がコメント
し、さらに上の管理職がそのやり取りをチェックすることが可能です。これによって知識共有やコーチングが促され、全社的な接客・営業品質の向上
に寄与しています。
　同社が新たに掲げる将来像は、“AIの大塚商会”です。『SPR』にAI（人工知能）を掛け合わせることで、さらなる営業提案の高度化や効率
化を図っていくとともに、将来的にはAIを活用したサービスを顧客にも提供していく方針です。“お客様に寄り添い、DX（デジタル・トランスフォー
メーション）でお客様と共に成長する”をスローガンに、同社の挑戦はまだまだ続きます。

組入銘柄のご紹介

　今月は、事業領域を拡大させながら成長を続ける「I-PEX（アイペックス）」をご紹介します。1963年に精密金型メーカー「第一精工」として
創業した同社は、金型加工の実績を積み上げることで、超精密・高精度で対象物を加工する技術を向上させてきました。これを起点として、高
速伝送・高周波解析、複合成形、自動機設計・製造、MEMS（微小電気機械システム）設計・製造などの技術も身に着けてきたことで、同
社は主にデジタル分野において難易度の高い製品を供給できる稀有な存在となっています。
　例えば主力製品の1つである『細線同軸コネクタ』は、同社の技術が結集した象徴的な製品です。数十本単位の細いケーブルをコネクタに一
括結線するという難度の高い技術を量産ベースで確立し、それまで一部の高価な機器にしか搭載できなかった同コネクタを、ノートパソコンやタブ
レットPCなどにも業界標準として広く浸透させました。その他にも、無線通信に多用される『RF同軸コネクタ』や、高周波対応の『基板対基板コネ
クタ』なども多くの電子機器で採用されていますし、最近では大手半導体メーカーが供給するAI（人工知能）サーバーにも同社のコネクタが搭
載されたことが発表されています。高付加価値な電子部品コネクタは、同社業績を支える屋台骨といえるでしょう。
　近年の同社は、強固な基盤技術をコネクタ以外にも横展開することで事業領域を拡大させています。自動車用のセンサや電池関連システ
ム、ロボットを制御する『静電容量型トルクセンサ』、MEMSを活用した『ニオイセンサ』、医療分野の解析装置など、既に実用化に至ったものも多
く、これらを着実に立ち上げていくことで収益源を多様化させていく方針です。“ものづくりソリューションエキスパート”を意味する社名の通りに、今後
も技術力を活かした付加価値製品を次々と創り出すことで、同社は継続的な成長を目指しています。

ＳＢＩ中小型割安成長株ファンド　ジェイリバイブ 月次レポート
販売用資料

愛称：jrevive 2024年03月29日基準
追加型投信／国内／株式

～I-PEX（6640）～組入銘柄のご紹介

組入銘柄のご紹介 ～大塚商会（4768）～

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 4



※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

委託会社では、ファンドのパフォーマンスの分析及び運用リスクの管理をリスク管理関連の各種委員会を設けて行っています。流動性リスクの管理においては、委託会社が規程を定め、
ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングなどを実施するとともに、緊急時対応策の策定・検証などを行います。取締役会等は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動
性リスク管理態勢について、監督します。

投資リスク
基準価額の変動要因
本ファンドは、マザーファンドを通じて主に国内株式に投資を行います。株式等値動きのある証券を投資対象としているため、基準価額は変動します。特に投資する
中小型株式等の価格変動は、株式市場全体の平均に比べて大きくなる傾向があり、基準価額にも大きな影響を与える場合があります。したがって、投資者の皆
様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割込むことがあります。信託財産に生じた利益及び損失は、全て
投資者に帰属します。尚、投資信託は預貯金と異なります。

主な変動要因

価格変動リスク
一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、国内外の経済・政治情勢、市場環境・需給等を反映して変動します。本ファンド
は株式の価格が変動した場合、基準価額は影響を受け損失を被ることがあります。

その他の留意点

リスクの管理体制

本ファンドは、中小型割安成長株・マザーファンド（以下、「マザーファンド」といいます。）受益証券への投資を通じて、わが国の金融商品取引市場に上場する中
小型株式に投資し、信託財産の中長期的な成長を目指して積極的な運用を行います。

ファンドの特色

流動性リスク
株式を売却あるいは取得しようとする際に、十分な流動性の下での取引を行えず、市場実勢から期待される価格で売買できない可能
性があります。この場合、基準価額は影響を受け、損失を被ることがあります。

信用リスク 投資した企業や取引先等の経営・財務状況が悪化するまたは悪化が予想される場合等により、株式の価格が下落した場合には基
準価額は影響を受け損失を被ることがあります。

●株価が下落した銘柄から財務安定性に優れ、業績も安定しており、わが国の経済社会に貢献すると考えられる企業の株式に厳選投資します。
●エンジェルジャパン・アセットマネジメント株式会社より投資に関する助言を受けて運用します。

≪エンジェルジャパン・アセットマネジメント株式会社の概要≫
設立 2001年12月4日　関東財務局長（金商）第641号

特徴
①革新的な成長企業（新規株式公開企業等を含む）を中心とした調査・分析・投資助言に特化
②徹底した個別直接面談調査に基づく厳選投資
③投資リスク軽減のため、投資後も定期的な企業訪問を行い、充実した調査・分析を継続

経営理念 「企業家精神を応援し続け、経済社会の活性化に貢献する」という明快な理念の元、革新的な成長企業などへの投資に対する助言

ファンドの目的

ファンドの目的・特色

販売用資料
ＳＢＩ中小型割安成長株ファンド　ジェイリバイブ 月次レポート

愛称：jrevive
追加型投信／国内／株式

・本ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
・本ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動
性が低下し、市場実勢から期待される価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申
込みの受付が中止となる可能性、換金代金のお支払いが遅延する可能性があります。

・投資信託は預金や保険契約と異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
・銀行など登録金融機関でご購入いただく投資信託は投資者保護基金の支払対象ではありません。
・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間における本ファンドの収益の水準を示すものではありません。収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。
・投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。
・収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。
・本ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。当該運用方式には運用の効率性等の利点がありますが、投資対象とするマザーファンドにおいて、他のベビーファンドの資
金変動等に伴う売買等が生じた場合などには、本ファンドの基準価額は影響を受けることがあります。

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 5



年1回決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。

受益権の口数が10万口を下回ることとなった場合等には繰上償還となる場合があります。

毎年7月22日（休業日の場合は翌営業日）

課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度） の適用対象となります。
当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があり
ます。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
配当控除の適用が可能です。益金不算入制度の適用はありません。
※税制が改正された場合には、変更となる場合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家にご確認されることをお勧め
します。

課税関係

お申込みメモ

販売用資料
ＳＢＩ中小型割安成長株ファンド　ジェイリバイブ 月次レポート

愛称：jrevive
追加型投信／国内／株式

購入単位

購入価額

購入代金

換金単位

換金価額

換金代金

申込締切時間

換金制限

決算日

収益分配

購入・換金
申込受付の中止
及び取消し
信託期間

繰上償還

換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いいたします。

原則として、午後3時までに販売会社が受付けた分を当日のお申込み分とします。
※受付時間は販売会社によって異なることもありますのでご注意ください。

ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口解約には制限を設ける場合があります。

金融商品取引所における取引の停止、その他やむを得ない事情等があるときは、購入・換金のお申込みの受付を中止する
こと、及び既に受付けた購入・換金のお申込みの受付を取消す場合があります。

無期限（設定日：2006年7月31日）

1口以上1口単位として販売会社が定める単位とします。（当初元本1口＝10,000円）

購入申込受付日の基準価額となります。

原則として、購入申込受付日から起算して5営業日目までに販売会社にお支払いください。

最低単位を1口単位として販売会社が定める単位とします。

換金申込受付日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額となります。
換金手数料はかかりません。

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 6



※投資者の皆様にご負担いただく手数料等の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

お知らせ

本

委託会社、その他関係法人

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に年1.87％（税抜：年1.7％）を乗じて得た額とします。
信託報酬は毎日計上され、毎計算期間の最初の6カ月終了日（休業日の場合は翌営業日）及び毎計算期末または信
託終了のときにファンドから支払われます。
信託報酬＝運用期間中の基準価額×信託報酬率

その他の費用
及び手数料

販売用資料
ＳＢＩ中小型割安成長株ファンド　ジェイリバイブ 月次レポート

愛称：jrevive

受託会社

販売会社

三菱UFJ信託銀行株式会社　 （ファンド財産の保管・管理等を行います。）

※最終頁をご参照ください。　（受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。）

追加型投信／国内／株式

投資者が直接的に負担する費用

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

信託財産留保額 換金申込受付日の基準価額に0.3％を乗じて得た額とします。

購入時手数料 購入価額に3.3％（税抜：3.0％）を上限として販売会社が定める手数料率を乗じて得た額とします。
詳細は販売会社にお問い合わせください。

委託会社 ＳＢＩアセットマネジメント株式会社　 （信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）及び運用報告書の作成等を行います。）
　　金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第311号　加入協会/一般社団法人投資信託協会 　一般社団法人日本投資顧問業協会

ファンドの監査費用、有価証券売買時にかかる売買委託手数料、信託事務の処理等に要する諸費用等が信託財産から
差引かれます。これらの費用は、監査費用を除き運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額などを示すこ
とができません。

ファンドの費用

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 7



■販売会社では、受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。
※2023年3月17日、株式会社ＳＢＩ証券は日本商品先物取引協会に加入致しました。

○

○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメントが作成した販売用資料で、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。○本資料は、ＳＢＩアセット
マネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、完全性について保証するものではありません。また、将
来予告なく変更されることがあります。○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。○投資
信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。○投資信託の運用による損益はすべて受益
者の皆様に帰属します。○当ファンドをお申込みの際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様ご自身でご判断く
ださい。

金融商品取引業者名

○ ○ ○ ○

○

関東財務局長
（金商）第44号
関東財務局長

（金商）第195号
関東財務局長
（金商）第35号
関東財務局長

（金商）第175号
関東財務局長

（金商）第165号

○

○

東海財務局長
（金商）第140号

Ｊトラストグローバル証券株式会社 金融商品取引業者

三田証券株式会社 金融商品取引業者

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者

関東財務局長
（金商）第61号
関東財務局長

（金商）第131号

○

○

金融商品取引業者株式会社ＳＢＩ証券※

加入協会
登録番号

ＳＢＩ中小型割安成長株ファンド　ジェイリバイブ 月次レポート
愛称：jrevive

追加型投信／国内／株式

販売会社一覧

販売用資料

楽天証券株式会社 金融商品取引業者

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者

むさし証券株式会社 金融商品取引業者

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者

日産証券株式会社 金融商品取引業者

関東財務局長
（金商）第105号

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品
取引業者 マネックス証券株式会社） 登録金融機関 関東財務局長

（登金）第10号

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商
品取引業者 株式会社ＳＢＩ証券） 登録金融機関 関東財務局長

（登金）第10号

○ ○

本資料のご留意点

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
第二種金融商品
取引業協会

一般社団法人
日本STO協会

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○

8


